
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第 108 号 

 

 

 

 

 

 

スーパーハイウェイ 

 
 

 

発 行 責 任 者 ： 遠 山 真 一 郎 

編 集 責 任 者 :荒 井 雄 太 
東 京 都 渋 谷 区 代 々 木 ２ ― ２ ― ６ 

Ｊ Ｒ 新 宿 ビ ル １ ３ Ｆ 

℡０３―３３７５―５０４１（ＮＴＴ） 

発行日 

２０１６． ６． ８   

地域ごとの採用活動を積極的に推進すること 

2014 年度より、原則的にﾌﾞﾛｯｸ単位による居住地等を考慮した採用を進めており、

2015 年度は 42 名を新規採用するなど、一定の効果が上がっている。今後も要員需給や

社員の年齢構成を鑑み、各地域における採用に力を入れるとともに、配属数にあわせ

た業務量調整も実施していく。 

 

東京観光専門学校からの採用拡大、大学、高等学校へ就職の斡旋を行うこと 

車両整備士の人材確保及び技術継承を鑑みた自動車車整備学校との連携強化について 

現在行っている東京観光専門学校からの乗務員を前提とした採用は継続していく考

えである。今後の採用計画においても引き続き若年者採用を重視し、各地域における

高等学校からの採用を進めていく。整備系統については、各工場が担う機能を踏まえ、

保有する資格を勘案した必要な要員を確保していく考えであり、採用に際しては、自

動車整備の専門学校との連携を検討していく。 

 

JR ﾊﾞｽ関東の年齢構成を鑑み、将来の高齢者雇用対策を明らかにすること 

 高齢者が従事する業務は、社員個々の健康状態等を見極めたうえで一般線を主とし

た運転業務としている。高速線のみを担当する支店においては、高齢者の身体的な特

性等を勘案した短距離走行勤務を編成するなど必要な対策を実施していく。 

 

勤務終了後の休息期間は継続 11 時間以上を与えること 

在宅休養時間の確保は重要であると考えており、ﾊﾞｽが遅延した場合等をも考慮し基

本的に一定の余裕を持たせている。 

 

「１日の拘束時間は原則として 13 時間までとする」を遵守すること 

拘束時間を 16 時間までとすることがある際の「やむを得ない場合」の考え方 

各支店の担当する路線及び便により拘束時間の長短が生じ、効率性や働きやすさ等

の様々な状況を勘案し、やむを得ず 13 時間を超える行路もあるが、一方で拘束時間の

短い行路もあり、１週間当たりの拘束時間遵守のためには、これらを平均して１日当

たり平均13時間以下であることが必要である。法令の趣旨である過労防止のためにも、

１日の拘束時間を原則 13 時間までとすることは極めて重要であると考えており、引き

続き協約を遵守するとともに、拘束時間の短縮及び在宅休養時間の確保に努めていく。 

 

「安全・健康・働きがいと社会に貢献する 

JR ﾊﾞｽの実現を求める申し入れ」 
議事録確認締結！ 

２０１５年度 

申１０号 

(2015.10.24) 

議事録確認のポイント 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

乗務割交番を遵守するとともに、交番提示２ヶ月前に休日明示を行うこと 

７日に１日の休日付与、月に最低２回の連休を確保できる体制を確立すること 

労働時間の平準化や休日労働等の偏り防止の観点から乗務割交番は重要であると考

えているが、繁閑差や旅客需要に応じた平休ﾀﾞｲﾔ及び柔軟な続行便設定等の必要性に

より、必ずしも乗務割交番によらない勤務指定もあり得ると考えている。また、この

ようなﾊﾞｽ事業の特性から、休日明示の早期化については現時点では困難であると考え

ているが、こうした状況においても、過労防止のための休日の付与は極めて重要であ

ることから、2015 年８月より「勤務指定時は６日に１度、実績においても８日に１度

の休日付与」を通達し、１か月におけるﾊﾞﾗﾝｽと連休も考慮した、定期的かつ確実な休

日付与を実施している。 
 

全乗務員への脳疾患、心臓疾患、SAS 検査及びｽﾄﾚｽﾁｪｯｸを定期的に実施すること 

定期健康診断の受診率向上を図るとともに、SAS ｽｸﾘｰﾆﾝｸﾞ検査の定期的な実施と、SAS

及び心疾患の精密検査費用の会社負担を行っており、ｽﾄﾚｽﾁｪｯｸについても全社員を対

象に実施していく。今後も健康管理に有効と考えられる施策・管理手法等について継

続して取り組んでいく。 
 

毎月の安全衛生委員会には、必ず産業医を出席させること 

産業医が職場・労働環境を十分に把握する為に産業医とのｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝの充実を図ること 

産業医の安全衛生委員会への出席率については向上していると認識している。同委

員会における職場の実態に合った有効かつ適切な調査審議を行うためにも、産業医の

職場の把握は重要であることから、各箇所の業務内容の説明や構内巡視などを行い、

引き続き連携を強化していく考えである。 
 

旅客から乗務員や営業係に暴力・脅迫行為が発生した場合の対応について 

ﾄﾗﾌﾞﾙが発生した際には、付近で勤務する社員がいれば必ず複数で対応するととも

に、迅速に警察及び救急を要請するなど、暴力行為に対しては会社の責任において社

員の安全を最優先した上で毅然とした態度で対応しているところである。なお、当該

社員の意向に沿って被害届の提出や弁護士の要請・対応、ﾒﾝﾀﾙ面も踏まえた勤務配慮

等も行っているところである。 
 

女性組合員専用の休養施設（休憩室、仮眠室、風呂、ﾄｲﾚ等）を早急に整備すること 

各箇所の新設やﾘﾆｭｰｱﾙに際して、当該箇所の施設規模の大小を問わず実施しており、

今後とも継続していく。 
 

ﾀｸｼｰ・一般車との安全対策等を協議するべく「新宿公共ﾊﾞｽﾀｰﾐﾅﾙ運営協議会」の設置 

基本的に新宿高速ﾊﾞｽﾀｰﾐﾅﾙ株式会社において検討されるものであるが、乗り入れ事

業者として、安全対策等についても積極的に提案していく。 

 

働きがいの実感できる車両整備工場の確立・労働条件及び設備投資を充実させること 

車両整備については、第二次中期安全計画にもとづく各整備工場の機能再編の中で、

整備系統社員の果たす役割、保有する資格等に応じた手当体系などを検討していくと

ともに、老朽設備の取り換えも含め、各整備工場の役割に応じた設備を整えていく。 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

東京支店全面ﾘﾆｭｰｱﾙ工事の概要を早急に明らかにすること 

本年度着手している調査を経て今後具体的な検討を行うこととなるが、基本的な考

え方としては、点在する施設の集約・整理によって同支店敷地を効率的に使用（ﾊﾞｽ留

置能力拡大、動線整備等）し、安全性の向上、職場環境の改善、防災力の向上を図り

たいと考えている。 
 

各支店に防災のﾌﾟﾛを配置して定期的に防災会議を開催すること 

自治体、警察署、消防署、地域住民、公共交通機関と合同防災訓練を実施すること 

防災のﾌﾟﾛを中心に各支店の避難経路と各路線の災害ﾏﾆｭｱﾙを作成すること 

災害発生時の対応について、必要なﾏﾆｭｱﾙ等を整備し、現地訓練の重要性も踏まえ、

訓練等を充実させ教育を行っていく。訓練に際しては、自治体、消防及び警察との連

携を強化するとともに、各支店の避難経路についても作成していく。 
 

東京支店と塩浜地区の自治体との連携強化・避難路等定期的な意見交換会を行うこと 

東京支店では入出路以外の避難経路は現時点で確保されていないが、地域自治体や

隣接する企業とも連携するなど、情報の収集・共有を図り、2018 年度の東京支店全面

ﾘﾆｭｰｱﾙと合わせて取り組んで行く。 
 

貸切ﾊﾞｽ事業の将来展望について 

 貸切ﾊﾞｽの運賃料金制度改正により、運賃料金の均一化が一定程度図られていること

から、今後も安全性の高い事業者が選定されると考えており、当社においても一般貸

切は収入ﾍﾞｰｽで増加傾向にある。びゅうﾊﾞｽの企画については JR 東日本に委ねられる

ものの、ｸﾞﾙｰﾌﾟ会社として受注に向けて積極的に同社と協議を行っている。ﾊﾞｽ事業に

対する社会の安全意識の向上や当社の貸切車両の経年を踏まえ、貸切車両については、

高速路線車との兼用等により、車両の更新を検討していく。 
 

外国人旅客者のマナー向上に向けた啓蒙活動・非常時の案内体制・安全対策強化 

外国人旅客に対する案内は、ﾊﾞｽﾀｰﾐﾅﾙや車内における人的な対応や車内ｼｰﾄﾎﾟｹｯﾄへ

の案内の設置等となっていたが、ﾀｰﾐﾅﾙや車内案内表示の４か国語表記を積極的に進め

るとともに、ﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞの多言語化などについての検討も進め、より分かりやすいもの

となるよう努めていく。 
 

全路線ﾊﾞｽ沿線住民と連携した意見交換会を開催し、乗客のﾆｰｽﾞを把握すること。また、

地域自治体との協働を強化し、一層の利用促進を図ること。 

交通政策基本法及び地域公共交通の活性化及び再生に関する法律に基づき、関係自

治体と協議を行う中でﾆｰｽﾞを把握し、他ﾊﾞｽ事業者や沿線施設等との連携の可能性も含

め、地域の路線の維持・活性化について検討していきたい。 
 

ﾉﾝｽﾃｯﾌﾟﾊﾞｽの導入を促進すること。 

現在は中古ﾉﾝｽﾃｯﾌﾟ車両の購入により導入を進めているが、今後の協議において、地

域自治体との協議によりｽｷｰﾑが整えば、新車の導入も検討していきたい。 
 

ｲﾝﾊﾞｳﾝﾄﾞ輸送及び東京ｵﾘﾝﾋﾟｯｸ、ﾊﾟﾗﾘﾝﾋﾟｯｸ対策を明らかにすること。 

成田空港線で見込まれる需要増に的確に対応するとともに、現在もｲﾝﾊﾞｳﾝﾄﾞ需要が

旺盛な草津線や会津線等の高速線の利用促進や、ｵﾘﾝﾋﾟｯｸ・ﾊﾟﾗﾘﾝﾋﾟｯｸに関連した輸送

の実施など、当社の資源を十分に活かした施策を展開していく。 


